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補足：ＡＩＰセンターとＳＩＰとの連携の推進について

ＳＩＰプログラム・連携候補の例：
・ インフラ維持管理・更新マネジメント技術
・ 自動走行システム
・ 重要インフラ等におけるサイバーセキュリティの確保
・ レジリエントな防災・減災機能の強化
・ 次世代農林水産業創造技術
・ 次世代海洋資源調査技術



① 人工知能技術戦略会議、研究連携会議の役割や権限はどうなっているか。例えば、研究テーマの重複
や不足分は誰が見つけ、誰が３省の相乗効果を図るように全体最適を図るのか。研究開発戦略等に対す
る責任は誰がとるのか。

３．研究開発マネジメントの妥当性
（３）実効的な３省連携の具体化
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 人工知能技術戦略会議は、人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップを本年度中に策定する
との総理指示を受け、人工知能の研究開発・産業化の司令塔として設置された。

 研究連携会議は、３省が行う研究開発での連携の具体化等の調査・検討を行うため、人工知能技術
戦略会議の下に設置されている。研究連携会議での議論は、人工知能技術戦略会議に適時報告さ
れ、人工知能技術戦略会議は研究連携会議に対し適宜指示を出す。

 実効的な３省連携の具体化、例えば連携研究テーマの設定等については、人工知能技術戦略会議
（研究連携会議、産業連携会議）において十分な検討がなされ、議長のリーダーシップの下、全体
最適が図られる。



３．研究開発マネジメントの妥当性
（３）実効的な３省連携の具体化
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② これまでの人工知能技術戦略会議や研究連携会議、産業連携会議ではどのような議論があったのか
を具体的に教えてほしい。

 ４月１８日の第１回人工知能技術戦略会議では、主に以下の議論があった。
・経済成長の実現の観点からも、３省・産学官が連携し、国としてスピードを上げてＡＩ分野の研究開発に取り組んで
いくことが必要。従来のような予算や研究者等の取り合いが生じないよう、人工知能技術戦略会議（研究連携会
議、産業連携会議）が適切に連携していくことが大事。
・人材育成については、初等中等教育からのリテラシーの育成や、
①分野において卓越した研究者、②分野の中核的な研究者、③学部卒業時点での一定の知識の育成、
の各層における人材育成を考えるととともに、「全産業分野に関わる人材育成を行う」という意識が大事。

 ５月２４日の第１回研究連携会議では、主に以下の議論があった。
・企業との研究連携には、コーディネーター的人材が必要であり、組織の体制を強化することが必要。
・我が国で「稼げる仕組み」を作るためにはどうするべきか。３センターで進める基盤技術の研究開発の成果を、如何に
してビジネスにつなげていくか、ということを議論するべき。

 ６月１０日の第１回産業連携会議では、主に以下の議論があった。
・産業化ロードマップは、目標とする社会の形を示したものにするべき。個々の構成員から、解決すべき社会課題等につ
いて提案してもらい、それらをまとめていくのはどうか。
・AIの研究開発は、基礎研究と社会実装が複雑に入り組むスパイラルモデル。ハイブリッドな人材を育てていく必要があ
り、大学側はもちろん産業界側も意識を変えていく必要がある。



（参考）人工知能技術戦略会議について
 平成２８年４月１２日に開催された第5回「未来投資に向けた官民対話」で、安倍総理から次
の発言あり。

– 人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップを、本年度中に策定します。そのため、産学
官の叡智を集め、縦割りを排した『人工知能技術戦略会議』を創設します。

 総理指示を受け、「人工知能技術戦略会議」を設置。今年度から、本会議が司令塔となり、その
下で総務省・文部科学省・経済産業省の人工知能（AI）技術の研究開発の３省連携を図る。

 本会議の下に「研究連携会議」と「産業連携会議」を設置し、AI技術の研究開発と成果の社会
実装を加速化する。
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（参考）『人工知能技術戦略会議』の概要と議長及び構成員

 人工知能研究者でもある安西議長（(独)日本学術振興会理事長）と、総合科学技
術・イノベーション会議の久間議員の下、産学のトップを構成員とするAI技術戦略の司
令塔。

内山田 竹志 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)
小野寺 正 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)
五神 真 (国立大学法人東京大学総長)
西尾 章治郎 (国立大学法人大阪大学総長)
坂内 正夫 (国立研究開発法人情報通信研究機構理事長)
松本 紘 (国立研究開発法人理化学研究所理事長)
中鉢 良治 (国立研究開発法人産業技術総合研究所理事長)
濵口 道成 (国立研究開発法人科学技術振興機構理事長)
古川 一夫 (国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構理事長)

◎ 議長
安西 祐一郎（独立行政法人日本学術振興会 理事長）
○ 顧問
久間 和生（内閣府総合科学技術・イノベーション会議常勤議員）
○ 構成員

※上記のほか、総務省、文部科学省、経済産業省より局長級が参加




